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   令和５年度決算における健全化判断比率及び資金不足 

   比率の審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年６月２２日法律第９４

号）第３条第１項の規定に基づいて審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字

比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその算定の基礎となる事項を記載

した書類並びに同法第２２条第１項の規定に基づいて審査に付された県立こころ

の医療センター事業会計、工業用水道事業会計、土地造成事業会計、流域下水道

事業会計及び県営港湾施設管理特別会計の資金不足比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見書を提出しま

す。 
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令和５年度決算における和歌山県健全化 

判断比率及び資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 

 １ 審査の対象 

  (1) 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年６月２２日法

   律第９４号）第３条第１項の規定に基づいて審査に付された実質赤字比

   率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全

   化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書

   類 

  (2) 同法第２２条第１項の規定に基づいて審査に付された県営港湾施設管

理特別会計、県立こころの医療センター事業会計、工業用水道事業会 

計、土地造成事業会計及び流域下水道事業会計の資金不足比率及びその

算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

 

 ２ 審査の期間 

   令和６年７月３１日から令和６年８月１９日まで 

 

 

 ３ 審査の方法 

   審査の対象とした健全化判断比率及び資金不足比率（以下「健全化判断

  比率等」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類につ

  いて審査した。 

   審査に当たっては、 

  (1) 法令等に照らし健全化判断比率等の算出過程に誤りがないか 

  (2) 法令等に基づき適切な算定要素が健全化判断比率等の計算に用いられ

   ているか 

  (3) 健全化判断比率等の算定の基礎となった書類等が適正に作成されてい

   るか 

  (4) 客観的事実の妥当性を判断した上で健全化判断比率等の算定を行う場

   合において、公正な判断が行われているか 

  に重点を置き、関係諸帳簿、証書類等の調査照合を行うとともに、関係当

  局の説明を聴取し、併せて決算審査、定期監査、現金出納検査等の結果も

  考慮して審査を実施した。 
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第２ 健全化判断比率等の状況 

 

 １ 健全化判断比率 

 

 

①実質赤字比率 ②連結実質赤字

比率 

③実質公債費 

比率 

④将来負担比率 

令和５年度    － －    ９．５％  ２０２．０％ 

令和４年度    －    －    ８．４％  ２００．１％ 

令和３年度    －    －    ７．７％  １９４．６％ 

早期健全化基準   ３．７５％  ８．７５％   ２５．０％  ４００．０％ 

財政再生基準   ５．００％  １５．００％   ３５．０％  

 ※ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合「－」表示 

 

 

 

 ２ 資金不足比率 

会    計    名 令和５年度 経営健全化基準 

和歌山県営港湾施設管理特別会計     －        ２０％  

和歌山県立こころの医療センター事業会計    －        ２０％  

和歌山県工業用水道事業会計      －        ２０％  

和歌山県土地造成事業会計      －        ２０％  

和歌山県流域下水道事業会計    －        ２０％  

 ※ 資金不足額がない場合「－」表示 

 

-2-



第３ 意見 

 

 １ 審査に付された上記、健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの

  算定の基礎となる事項を記載した書類については、いずれも適正に作成さ

  れているものと認められた。 

 

 

 ２ 審査に付された上記、健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも早

  期健全化基準又は経営健全化基準に達していないものと認められた。 

 

 

 ３ 令和５年度の実質赤字比率及び連結実質赤字比率について、実質収支額

  は１８５億余円、連結実質収支額は２８３億余円の黒字となっている。 

   実質公債費比率は、元利償還金の額の増加等に伴い、令和５年度単年の

数値は１１．０％となり、３か年平均で９．５％と前年度に比べ上昇して

いる。 

また、将来負担比率は、交付税算入見込額の減少に加え、公共事業に伴

う地方債の増加等から、２０２．０％と前年度に比べ上昇している。 

県では、「財政危機警報」を発出し、財政の健全性を確保する取り組み

を行っている。 

   引き続き、自主財源の確保と財政の見直しに一層努力され、健全で持続

可能な財政運営に努められたい。 
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実質赤字比率 － 　（早期健全化基準 3.75％、財政再生基準 5.00％）

（黒字のため「－」、参考:△6.04％）

（単位：千円）

　　計算式

実質赤字比率　＝　

実質赤字比率　＝　

一般会計等の実質赤字額（Ａ）

会　計　名 歳入額 歳出額
明許、事故
繰越財源

事業繰越額 実質収支額

一般会計 656,511,879 632,368,805 5,638,397 0 18,504,677

農林水産振興資金特別会計 745,512 69,082 0 676,430 0

中小企業振興資金特別会計 708,261 494,789 0 213,472 0

母子父子寡婦福祉資金特別会計 233,072 113,157 0 119,915 0

修学奨励金特別会計 251,735 193,283 0 58,452 0

職員住宅特別会計 185,349 161,231 0 0 24,118

市町村振興資金特別会計 3,106,645 133,695 0 2,972,950 0

自動車税証紙特別会計 822,880 822,880 0 0 0

用地取得事業特別会計 1,617,178 1,617,178 0 0 0

公債管理特別会計 115,201,472 115,201,472 0 0 0

合　計 779,383,983 751,175,572 5,638,397 4,041,219 18,528,795

標準財政規模（Ｂ）

（分母）

標準税収入額等

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額

合　計 306,373,803

令和５年度決算

115,827,728

188,786,434

1,759,641

△ 18,528,795

306,373,803

金　額

標準財政規模（Ｂ）

一般会計等の実質赤字額（Ａ）
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連結実質赤字比率 － 　（早期健全化基準 8.75％、財政再生基準 15％）

（黒字のため「－」、参考:△9.25％）

（単位:千円）

　　計算式

連結実質赤字比率　＝　

連結実質赤字比率　＝　

一般会計等の実質赤字額（Ａ）

会　計　名 歳入額 歳出額
明許、事故
繰越財源

事業繰越額 実質収支額

一般会計 656,511,879 632,368,805 5,638,397 0 18,504,677
農林水産振興資金特別会計 745,512 69,082 0 676,430 0
中小企業振興資金特別会計 708,261 494,789 0 213,472 0
母子父子寡婦福祉資金特別会計 233,072 113,157 0 119,915 0
修学奨励金特別会計 251,735 193,283 0 58,452 0
職員住宅特別会計 185,349 161,231 0 0 24,118
市町村振興資金特別会計 3,106,645 133,695 0 2,972,950 0
自動車税証紙特別会計 822,880 822,880 0 0 0
用地取得事業特別会計 1,617,178 1,617,178 0 0 0
公債管理特別会計 115,201,472 115,201,472 0 0 0

合　計 779,383,983 751,175,572 5,638,397 4,041,219 18,528,795

公営事業会計の実質赤字額（Ｂ）
会　計　名 歳入額 歳出額 明許繰越財源 事業繰越額 実質収支額

県営競輪事業特別会計 29,411,580 28,448,482 12,011 0 951,087
国民健康保険特別会計 105,152,846 100,131,729 0 0 5,021,117

合　計 134,564,426 128,580,211 12,011 0 5,972,204

公営企業会計（法非適用企業）の実質赤字額（Ｃ）
会　計　名 歳入額 歳出額 明許繰越財源

県営港湾施設管理特別会計 648,303 589,712 0
合　計 648,303 589,712 0

公営企業会計（法適用企業）の実質赤字額（Ｄ）

会　計　名 流動資産
土地評価差

額・控除財源
流動負債

県立こころの医療センタ－事業会計 330,751 0 192,936
工業用水道事業会計 3,752,308 0 205,991
土地造成事業会計（剰余の場合０） 2,788,712 30,760 47,374
流域下水道事業会計 523,139 0 415,667

合　計 7,394,910 30,760 861,968

標準財政規模（Ｅ）
（分母）

令和５年度決算

△ 28,351,194

306,373,803

資金不足、剰余額

107,472
3,791,604

306,373,803 　標準財政規模

連結実質赤字額(A)+(B)+(C)+(D)

標準財政規模(E)

資金不足、剰余額

137,815
3,546,317

0

58,591
58,591
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実質公債費比率 9.5%
（早期健全化基準 25％、財政再生基準 35％）

実質公債費比率　＝　 （  7.84314 ＋ 9.68342＋11.00533）÷ ３
（３ヶ年平均） 　　　

単年の実質公債費比率 令和３年度 令和４年度 令和５年度
単年の実質公債費比率 7.84314% 9.68342% 11.00533%

（単位:千円）

［令和３年度］ ［令和４年度］ ［令和５年度］

20,753,286 24,935,292 28,562,379
実質公債費比率　＝　
（３ヶ年平均） 　　　 264,604,209 257,504,931 259,532,192

　　　　　計算式

実質公債費比率　＝　
（３ヶ年平均） 　　　

地方債の元利償還金と準元利償還金（Ａ）
（分子） 令和３年度 令和４年度 令和５年度
元利償還金の額（繰上償還額等を除く） 73,044,306 74,283,205 75,125,512
積立不足額を考慮して算定した額 0 0 0
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金等 333,333 666,667 1,000,000
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還財源の繰入金 994,985 977,941 938,560
公債費に準ずる債務負担行為 137,816 136,497 731,914
一時借入金の利子 74 50 516

合　計 74,510,514 76,064,360 77,796,502

特定財源の額　（Ｂ）
（分子） 令和３年度 令和４年度 令和５年度
貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金 1,668,154 1,250,092 1,230,125
公営住宅使用料 641,937 292,114 306,559
その他 2,151,793 1,517,057 855,828

合　計 4,461,884 3,059,263 2,392,512

算入公債費等の額（Ｃ）
（分子と分母） 令和３年度 令和４年度 令和５年度

合　計 49,295,344 48,069,805 46,841,611

標準財政規模（Ｄ）
（分母） 令和３年度 令和４年度 令和５年度
標準税収入額等 95,280,896 111,765,444 115,827,728
普通交付税額 193,530,654 189,435,916 188,786,434
臨時財政対策債発行可能額 25,088,003 4,373,376 1,759,641

合　計 313,899,553 305,574,736 306,373,803

令和５年度決算

 － 算入公債費等の額(Ｃ)
地方債の元利償還金と準元利償還金(Ａ) － 特定財源の額(Ｂ)

標準財政規模(Ｄ) － 算入公債費等の額(Ｃ)
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将来負担比率 202.0% （早期健全化基準　400％）

（単位:千円）

　　　　　計算式
524,303,376 将来負担額(A)－充当可能財源等(B)

将来負担比率　＝　 ＝
259,532,192 標準財政規模(C)－算入公債費等の額(D)

将来負担額（Ａ）
会計、法人名等 金　額

一般会計 1,065,466,780
農林水産振興資金特別会計 22,532
中小企業振興資金特別会計 2,912,575
母子父子寡婦福祉資金特別会計 623,415
用地取得事業特別会計 1,304,203

一般会計 705,279 ロ
　債務負担行為に基づく支出予定額
 （地方財政法第５条各号の経費に係るもの）

県営競輪事業特別会計 0
国民健康保険特別会計 0
県営港湾施設管理特別会計 0
県立こころの医療センタ－事業会計 2,713,672
工業用水道事業会計 0
土地造成事業会計 63,291
流域下水道事業会計 7,731,748

（該当なし） 0 ニ
　当該団体が加入する組合等の地方債の償還に
充てる当該団体からの負担等見込額

一般会計 92,186,098 ホ
　退職手当支給予定額のうち、一般会
計等の負担見込額

一般会計 504,733
県土地開発公社 21,247,046
（公財）県農業公社 24,496
（一社）わかやま森林と緑の公社 2,166,277
公立大学法人　県立医科大学 0
一般会計、特別会計 0 ト 　連結実質赤字額

関西広域連合 0 チ
　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会
計等の負担見込額

合　計 1,197,672,145

充当可能財源等（Ｂ）
会　計　名 金　額

一般会計 94,064,579 リ 　地方債の償還額等に充当可能な基金
一般会計 12,994,953
農林水産振興資金特別会計 22,532
中小企業振興資金特別会計 5,213
母子父子寡婦福祉資金特別会計 623,415
用地取得事業特別会計 1,304,203

一般会計 564,353,874 ル
　地方債の償還等に係る基準財政需要
額算入見込額

合　計 673,368,769

標準財政規模（Ｃ）
一般会計等 306,373,803 　標準財政規模

算入公債費等の額（Ｄ）

一般会計等 46,841,611
　元利償還金、準元利償還金に係る基
準財政需要額算入額

　一般会計等の地方債現在高

　地方債の償還額等に充当可能な特定
歳入見込額

ヌ

項　目

令和５年度決算

ハ
　一般会計等以外の会計の地方債の償
還に充てる一般会計等からの繰入見込
額

項　目

ヘ

　地方公共団体が設立した一定の法人
の負債の額、その者のために債務を負
担している場合の当該債務の額のう
ち、当該法人等の財務・経営状況を勘
案した一般会計等の負担見込額

イ
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比　率 　参　考（％）

－ 県営港湾施設管理特別会計 △ 10.4

－ 県立こころの医療センター事業会計 △ 10.7

資金不足比率 － 工業用水道事業会計 △ 552.6

－ 土地造成事業会計 0.0

－ 流域下水道事業会計 △ 13.9

（資金剰余のため「－」） （経営健全化基準　20％）

　　計算式 公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

  資金の不足額（Ａ）
資金不足比率　＝　

事業の規模（Ｂ）又は（Ｃ）

　＜法非適用企業　→　港湾施設管理事業＞
資金不足額 (A)　＝　 （歳出額＋建設改良費等以外の地方債現在高）－歳入額
事業の規模 (B)　＝　 営業収益相当額－受託工事収益相当額

　＜法適用企業　→　県立こころの医療センター事業、工業用水道事業、土地造成事業及び
　　　　　　　　　　流域下水道事業＞

資金不足額 (A)　＝　 (流動負債＋建設改良費等以外の経費の地方債現在高)－流動資産等
事業の規模 (B)　＝　 営業収益額－受託工事収益相当額
事業の規模 (C)　＝　 資本及び負債の合計額 ＜土地造成事業＞

（単位:千円）

資金不足額（△資金剰余額）（Ａ）
資金不足額

（△資金剰余額）
(D)－(E)

流動負債等 (D) 流動資産等 (E)

△ 58,591 589,712 648,303
△ 137,815 192,936 330,751

△ 3,546,317 205,991 3,752,308
0 47,374 2,788,712

△ 107,472 415,667 523,139
△ 3,850,195

事業の規模（Ｂ）
事業の規模
(F)－(G)

営業収益等 (F)
受託工事収益等

(G)
561,571 561,571 0

1,282,640 1,282,640 0
641,639 641,639 0
773,120 773,120 0

3,258,970

事業の規模（Ｃ）
事業の規模
(H)＋(I)

資　本 (H) 負　債 (I)

2,946,154 △ 1,687,258 4,633,412土地造成事業会計

会　計　名

流域下水道事業会計

流域下水道事業会計
合　計

会　計　名

県営港湾施設管理特別会計
県立こころの医療センター事業会計
工業用水道事業会計

令和５年度決算

会　計　名

県立こころの医療センター事業会計
工業用水道事業会計
土地造成事業会計（資金剰余の場合は０円）

合　計

会　計　名

県営港湾施設管理特別会計
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